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Ⅰ
教育理
念・目的

1
自立支援局の基本理念や養成施設の教育目標、
目的が定められている

4

定められた目的に加え、実技科目
については、就労を見据えた指導
目標の設定のための取組を行って
いる。

自立支援局の基本理念や養成施
設の教育目標、目的を定め、ホー
ムページ等に掲載し、対応してい
る。

自立支援局の基本理念や目標・目
的は整備されている。なお、「定期
的な見直しや養成施設としての目
標、目的をさらに明確にしてはどう
か」との意見がある。

昨年度自己評価結果と同様（昨年
度3.9→今年度3.9、以下同じ）であ
り、適切に対応できている。引き続
き、課内への周知を図っていきた
い。

各施設においては、教育理念
や目的に基づいた教育目標が設
定されている。
目標とする施術者像について、
教育活動を通じて教官と利用者
の認識の共有を図っていただき
たい。

2 目標等に沿った運営方針が策定されている 4

3 運営方針に沿った事業計画が策定されている 4

4
教務に係る会議などの意思決定システムが整備さ
れている

4

5
医療従事者の教育に携わる国家公務員として国家
公務員倫理法に基づく職務の遵守が適正になされ
ている

4

6
教育活動等に関する情報発信や情報開示（情報
公開法に基づく対応等）が適切になされている

4

7
パソコンや情報共有サーバー等の利活用による業
務の効率化が図られている

4

8 学科等のカリキュラムが体系的に編成されている 4

9
実践的な職業教育（実技・実習等）が体系的に位
置づけられている

4

10
単位認定、進級・卒業判定の基準が明確になって
いる

4

11 資格取得等に関する指導体制が整備されている 4

12
就業を支援するための取組（施術所見学や講座
等）が行われている

4

13
視覚に障害がある利用者に対して授業を行うこと
ができる要件を備えた教員を確保している

4

14
教員の指導力育成など資質向上のための取組が
行われている

4

評価項目分　野
総合
評価

Ⅲ

Ⅱ 施設運営

教育活動

令和2年度学校評価（自己評価）及び令和3年度学校関係者評価の結果

運営方針、事業計画を策定し、そ
れに基づき事業を実施している。ま
た、教務に関する定期的な会議、
法令に基づく職務の遵守、情報発
信など適切に実施している。

評価項目7については、セキュリ
ティ－を重視しているため、音声ソ
フト使用教官には「使いにくい」との
声があた。

様々な課題に対して組織として
適切に対応しており、課題解決
に向けた取組が行われている。
パソコン等の利活用による業
務効率化の部分は、函館セン
ター以外は自己評価が低く、さら
に改善に向けた取組が必要であ
る。研修会等を通じて業務の効
率化を推進していただきたい。

①教育活動については、統一され
たカリキュラムを基に、就業に向け
た職業教育を実施している。
②単位認定、進級・卒業の基準に
ついては、規程や細則により明確
にしている。
③資格を取得するための指導につ
いては、利用者各自に適した支援
内容となるよう、随時検討して、実
施する体制が整備されている。
④例年、就業に向けた見学や講座
も実施しているが、今年度は新型コ
ロナウイルスの影響により、見学は
実施できなかった。
⑤講座は、例年より回数は減らした
ものの、必要と思われる内容につ
いて実施した。

評価項目13、14については、教官
も個人差により違いはあるものの､
授業を実施する要件を全員満たし
ており、また、オンライン授業に対
応するための研修会を実施するな
ど、指導力の向上に努めている。

今後も、様々な利用者に対して、均
一に対応できるよう積極的に取り
組んでいく。

一部のセンターには特別指導
教官が配置され、利用者の障害
の重度・重複化に専門的に対応
し、学習や就労に向けた支援が
行われている。配置が行われて
いないセンターについては、引き
続き人員配置に向けた取組をお
願いしたい。
カリキュラム改訂に関し、教育
内容の変更に対応して、教官の
教材研究を推進していただきた
い。
新型コロナウイルス感染症対
策として、各センターで研修会等
を通じたオンライン教育の実施
や研修が進められている。利用
者への十分な配慮と支援を実施
した上で、感染拡大の防止の点
から取組の強化を行っていただ
きたい。

自己評価

学校関係者評価委員会
検討結果（コメント）

昨年度自己評価結果とほぼ同様
（3.7→3.8）であり、適切に対応でき
ている。引き続き、適切な事業運営
に取り組んでいきたい。
なお、昨年度自己評価に比べ、評
価項目7に改善が見られるのは、
今年度運営方針及び組織目標とさ
れた教官に対する（特に全盲教官
向け）ICT利活用研修会を年4回設
けたことで、ICT機器利活用への理
解が少しずつ深まったためと考えら
れる。

昨年度自己評価結果とほぼ同様
（3.9→3.8）であり、適切に対応でき
ている。引き続き、積極的に取り組
んでいきたい。評価項目12に若干
の低下が見られたのは、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大を受け
て、対外的な活動に自粛や制限が
設けられた事情を反映したものと考
えられる。

項目2、項目3については、項目15
の学修成果としての合格率の低迷
から、現行の利用選考の評価基準
と教育活動における組織目標（合
格率等）との整合性について検討
することで、施設独自の教育理念
（評価項目1）に基づいた教育指導
の必要性等を合わせて検討するこ
ととした。

評価項目9については、満足度調
査における満足率が低いという結
果が得られたことから、今年度は、
その対応を図った。指導教官によ
る指導内容の差を解消する一つと
して、各実習の到達目標の設定の
ための現状の課題把握に取り組ん
だ。利用者のニーズに応じた放課
後のクラブ活動にて外部講師によ
る指導を取り入れた。来年度は、指
導力の強化への対応が計画されて
いる。

評価項目11については、来年度、
就労に直結する手技療法の技術
習得を強化する環境の構築ととも
に受験対策を1年次より開始するこ
ととした。

評価項目13、14については、教官
の資質として個別に課題はある
が、教授力の向上として、オンライ
ンによるセミナーや学会参加体制
の整備が図られた。

※各項目に対する総合評価の基準  　４：できている   ３：ほぼできている　２：ややできていない　１：できていない

運営方針や組織目標及び目標達
成に向けた年間事業計画に基づい
て事業を実施している。また、運営
については、定期的に教務に係る
会議を開催し、職務を遵守し、業務
を遂行している。
評価項目７については、統合ネット
ワーク上の業務の遂行に関して、
特に視覚障害を有する教官から使
い勝手の悪さを指摘されており、来
年４月に予定されているシステム
のリニューアルに合わせて改善す
べく検討を行っている。

教育活動については、「あん摩マツ
サージ指圧師、はり師及びきゆう
師に係る学校養成施設認定規則」
等に従い、カリキュラム編成、実践
的な職業教育(実技・実習等)、単位
認定、進級・卒業判定の基準を明
確に定めている。また、資格取得に
向けた利用者の学習理解度に応じ
た補習や個別指導、就業に向けた
施術所見学や進路支援講座等を
実施している。さらに、視覚障害等
利用者の特性に配慮した指導力向
上のための教官研修会等を実施し
ている。
評価項目12については、新型コロ
ナウイルス感染拡大で予定通りの
実施ができなかったため、新たな方
法での支援を検討している。
評価目標14については、新型コロ
ナウイルス感染拡大によって生じ
たオンライン教育に対するニーズ
にも対応できるよう、ICTに関する
研修等を実施している。
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Ⅳ 学修成果 15
あはき師国家試験合格率の維持・向上が図られて
いる

4

合格率の低迷が課題となってい
る。来年度は、新規に指導の個別
化を1年生から導入、評価基準の
検討を引き続き重点事項に掲げ取
り組むこととしている。

今年の第29回あん摩マっサージ指
圧師、はり師、きゅう師国家試験に
おいては、すべての現役受験者が
1つ以上の資格を取得することがで
きた。

第29回あん摩マッサージ指圧師、
はり師、きゅう師国家試験では、現
役生全員が全ての資格を取得し
た。

今後も合格率の維持・向上に積極
的に取り組んでいく。

昨年度自己評価結果と同様（3.8→
3.8）であり、適切に対応できてい
る。引き続き、積極的に取り組んで
いきたい。

はり師、きゅう師国家試験の合
格率について、あん摩マッサー
ジ指圧師国家試験に比べて低い
のは問題数や難易度が異なるた
めである。昨年度の国家試験か
ら各国家試験共に出題数や臨床
に強い施術者の育成を意識した
症例問題がそれぞれ増加してお
り、基礎学力の強化と、応用力、
利用者の国家試験合格に向け
たモチベーションの維持・向上を
図っていただきたい。

16 進路・就職に関する支援体制が整備されている 4

17 利用者相談に関する体制が整備されている 4

18 利用者の健康管理を担う組織体制がある 4

19 卒業生への支援体制がある 4

20
施設・設備は、教育上の必要性に対応できるよう
整備されている

4

21 見学実習、職場見学等の教育体制を整備している 4

22
実技・実習における事故防止予防対策・事故対応
に関する体制等が整備されている

4

23 防災に対する体制が整備されている 4

24
利用者の安全管理のための取組等（施設賠償責
任保険等への加入、重複障害のある利用者への
支援など）が行われている

4

25
市町村役場、ハローワーク等、関連する機関に対
する情報提供等が行われている

4

26
利用者募集活動を実施し、利用者選考は適正に行
われている

4

評価項目20については、オンライン
環境を整備し、サポ―ト要員の導
入のほか、必要な機器等の選定を
図った。

評価項目21については、実施でき
なかった実習もあるが、感染症対
策を講じながら、実習の機会を得
た。

評価項目22については、理療事故
対応マニュアルを更新した。教官の
理解の差の解消を図るため来年度
は研修を実施することとしている。

評価項目24については、重複障害
や課題をあわせ持つ利用者への支
援として特別指導教官の配置が必
要であるため、それに準じた配置と
して非常勤講師による指導を検討
する。

評価項目25、26については、パン
フレット等の送付による情報提供や
募集活動が中心となった。
利用者選考についての選考基準に
ついては利用前の学習手段の獲
得が問題として浮き彫りになったこ
とから、1年次の学習手段に困難を
来さないよう対応を図ることとした。Ⅶ

利用者の
募集・受
入れ

Ⅵ 教育環境

Ⅴ
利用者支
援

昨年度自己評価結果と同様（3.8→
3.8）であり、適切に対応できてい
る。引き続き、課内への周知を図っ
ていきたい。
なお、備品の予算化が進み、やや
改善が見られた評価項目20につい
ては、さらに予算要求を継続する。

昨年度自己評価結果と同様（3.8→
3.8）であり、適切に対応できてい
る。引き続き、積極的に取り組んで
いきたい。

理療指導専門職による進路・就労
に関する体制が確立されている。
また、利用者からの相談を受ける
体制の一つとして、臨床心理士に
よるカウンセリングも実施されてい
る。卒業生に対する後支援として、
卒後研修会の実施や就労に関す
る相談体制も確立されている。

今後も利用者・卒業生個々に適し
た支援の実施に向け、積極的に取
り組んでいく。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響によりヘルスキーパーな
ど職種によっては求人数が激減
しているが、積極的に職場開拓
と就労に向けた支援の充実を
図っていただきたい。

①建物は老朽化しているものの、
教育上必要な設備、実習や見学を
行う体制も整備されている。
②事故防止のための対応マニュア
ルや、ガイドラインを整備している。
③利用者の安全管理への取組とし
ては、些細なインシデントでも、報
告し共有することとしており、再発
防止に努めている。また、実技にお
けるダブルティーチング及び実習
助手を配置しての授業体制、責任
賠償保険へも加入している。

評価項目23については、マニュア
ル等整備中のものもあり、今年度
中の完成を目指して、現在作成中
である。

学校関係のエアコン設置は、
100％近くになってきている。最
近の函館地域も夏場30度を超え
ることがあり、エアコン設置に向
けてさらに取り組んでいただきた
い。

①利用者募集は、毎年、広報委員
会を中心に計画を立て、関係機関
に直接訪問または、資料送付な
ど、組織として取り組んでいる。今
年度は、新型コロナウイルスの影
響により、直接訪問は行わず、資
料送付のみの活動を実施した。
②利用者選考は、例年どおり２回
実施し、新規利用者の受け入準備
も整えている。

今後も状況に合わせて積極的に取
り組んでいく。

医療技術の進歩や進路の多様
化等環境の変化により、センター
の利用者数の減少がみられる
が、一方で障害の重度・重複化
がみられ、個々の障害特性に応
じた支援の充実が必要である。
国立施設として、積極的な地域
への情報発信を行って、利用者
の受入れに繋げていただきた
い。

昨年度自己評価結果と同様（3.8→
3.8）であり、適切に対応できてい
る。引き続き、積極的に取り組んで
ゆきたい。

評価項目17については、今年度、
スクールカウンセラーの導入により
相談体制を強化したが、職員の対
応能力や連携について課題が散見
されたことから、来年度の重点事項
として、研修が計画されている。

評価項目19については、卒業生を
対象に今後の卒後研修のあり方を
検討するためのアンケートを実施し
た。来年度はその結果を基に企画
立案、また卒業生専用ホームペー
ジの充実を図る予定である。

就労移行支援(養成施設)は、教育
機関であるとともに、障害者総合支
援法に基づく指定障害者支援施設
という側面を併せ持った利用者に
対する支援体制を構築しており、関
係部署と連携しながら、進路・就職
に対する支援、利用者相談、健康
管理に関する体制が整備されてい
る。また、卒後研修会や卒後特別
研修会、職種別の講座等の卒業生
に対する支援も実施している。

施設・設備については、「あん摩マ
ツサージ指圧師、はり師及びきゆう
師に係る学校養成施設認定規則」
等に従い、整備している。また、組
織目標に基づいて見学実習や職場
見学を実施するとともに、計画的に
避難訓練を行っている。実技・実習
における事故防止については、ガ
イドライン等を定めるとともに、イン
シデントやアクシデントに対する迅
速な対応と再発防止のための情報
共有の他、施設賠償責任保険に加
入している。
評価項目20については、実技室の
エアコン設置等、教育環境の整備
を進めている。

利用者募集活動において、担当部
署との連携を図り、様々な形式で
市町村役場やハローワーク等に対
して計画的かつ積極的なサービス
内容の広報に努めているが、コロ
ナ禍により制約が生じたため、新た
な方法を模索している。また、利用
希望者に対しては、適正な利用者
選考を実施するとともに、利用相談
から申込み、結果通知、受入れ
等、円滑に対応している。
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27
医療従事者の教育に携わる国家公務員として関係
法令を遵守した運営がなされている

4

28
個人情報に関し、その保護のための対策がとられ
ている

4

29
センターの教育資源や施設を活用した社会貢献・
地域貢献を行っている

4

30
地域や関係機関に対する事業の公開等を行って
いる

4

31

就労に対する意識付けを早期に行い、自身に
適した就労先を見つけられるよう、施術所見
学や職場見学、進路に関する各種講座を開催
する。

4

・進路別臨床講座2回実施（8月）
・進路支援講座1回実施（9月）
・職場見学実習2回実施（8月、12
月）
・施術所見学実習1回実施(12月、2
月）
・就労移行支援講座実施（12月、2
月）

・進路支援講座は7月に2回実施し
た。
・ 職場見学は2回実施した（1～2
月）。また、春季休業中の進級学年
対象の職場見学は来年度へ延期
した。
・施術所見学は進級学年を対象に
コロナ禍の中で開業している施術
者を講師として招き、センター内で
講話を中心とした内容で4回実施し
た(10～12月)。

・進路支援講座3回実施（7月）
・臨床研修講座2回実施（10月、１
月）
・施術所見学、職場見学は実施で
きなかったが、春季休業中に卒業
生に対し、就労相談及び情報提供
を実施した。

・進路支援講座を7回（1年生1回、2
年生3回、3年生3回）実施。
・施術所見学を4回（1年生1回、2年
生2回、3年生1回）実施。
・利用者主体の実技クラブを年間9
回提供、進路選択の意識化を図っ
た（参加延86人）
・職場（ヘルスキーパー）見学は感
染症拡大の影響により2回の計画
が実現せず。
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通常の授業以外に恒常的に個別支援を必要と
する利用者の状況を各施設で調査し、その結
果を教務課長会議において報告し、情報の共
有を図る。

4

個別支援が必要な利用者2名の状
況を把握し、今年度、科目に配置し
た個別指導担当教官の取組を通
し、支援の効果及び課題を取りまと
め報告した。

特別指導教官を中心に恒常的な個
別支援を実施している専門課程13
名、高等課程3名について、年間を
通じた支援を実施するとともに、取
組状況を3月の課内業績報告会で
発表し、情報共有した。

特別指導教官を中心に利用者3名
に対して恒常的な支援を実施して
おり、データを提出し、教務課長会
議で報告した。

9月末までに恒常的に個別支援を
必要とする利用者3名の状況を調
査して、教務課長会議に報告、そ
の結果を課内にも情報共有した。
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中高年の利用者に対する支援の現状を把握す
るため、その調査に係る対象者や項目、方法
等について教務課長会議において必要な検討
を行う。

4

利用者の実態把握のために新規
導入したモニタリングチェックリスト
を集約し課内で協議(9月)し、教務
課長会議で報告。調査項目や方法
について、意見や疑問を取りまと
め、所沢センターへ提出（10月、11
月、3月）。

中高年利用者を中心に学習に躓く
者を防ぎ、個々の支援計画策定に
向けた基礎資料作りのための提案
を教務課長会議で行い、来年度か
らの実態調査の実施に向けて具体
的な方法や調査項目について取り
まとめ、各施設に周知した。

中高年に対する支援の状況を調査
し、教務課長会議で報告した。

中高年に対する支援の現状につい
て調査して、教務課長会議で報告
した。その協議結果について、意見
具申するとともに調査項目の最終
案を課内に周知した。
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原級留置者の進級及び卒業・修了、国家試験
の合否等の現況調査を継続し、教務課長会議
において報告し、情報の共有を図る。

4

状況を把握、7月に調査結果を所
沢センターに提出。

今年度の現況調査結果について
は、10月の教務課長会議で報告
し、「実施細則の改正による現状の
進級基準は、より有効に機能して
いる。」との理解を得た。
引き続き、データの集計・分析を
行うために来年度も調査を継続予
定。

原級留置者の状況を調査し、7月
中に結果を所沢センターに提出し
た。

原級留置者の進級、卒業・終了等
の現況を調査して、結果を所沢セ
ンターに提出して、教務課長会議
で情報共有した。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により施術所見学を中止
したセンターでは、施術所の方に
来ていただき講演を開催、また
は就労に関する情報提供が行わ
れており、今後も状況に応じて柔
軟に対応の上、利用者への支障
がないよう代替手段を講じてい
ただきたい。
オンライン授業を実施したセン
ターでは、利用者の感染リスクの
軽減、教官の授業展開の工夫が
みられ概ね好評であったことか
ら、今後もオンラインによる授業
や支援を展開していただきたい。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響の中で、全体評価が「4」
であり、この評価結果について
は、各評価項目における見直し
と改善が組織的に行われた成果
であると、その評価を肯定的に
受け入れている。国の施設として
の使命感をもって取り組むととも
に、一方で地域における認知度
の向上と貢献、情報発信を行っ
ていただきたい。
一部のセンターでは、業務報告
会等現行の自己評価項目に載ら
ない多くの取組が行われており、
そのことも自己評価に反映され
るようにしていただきたい。

Ⅹ
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貢献にかかわる機会が感染拡大
のため減少したが、感染症対策を
考慮し施設の外部利用の継続に努
めた。教育機関との連携で地域の
課題に取り組むためのプロジェクト
を検討、来年度から開始の予定。

関係法令及び各種規程等に関する
所内教官研修会を実施、適切な運
営が図られるよう取り組んでいる。
また、個人情報の取扱いについ
て、成績等電子データは外部非接
続の専用端末を用いるとともに印
刷物の廃棄手順について周知のた
めの確認を実施した。

Ⅷ
法令等の
遵守

Ⅸ
社会貢
献・地域
貢献

昨年度自己評価結果とほぼ同様
（3.8→3.9）であり、適切に対応でき
ている。引き続き、積極的に取り組
んでいきたい。

昨年度自己評価結果に比べ、やや
低下（3.8→3.7）しているのは、新型
コロナウイルス感染症の拡大、二
度の緊急事態宣言発令により、何
れの評価項目とも対外的な活動の
自粛、制限を余儀なくされたことが
要因である。その社会的影響の大
きさを踏まえても、適切に対応でき
ており、引き続き、積極的に取り組
んでいきたい。

例年、実施していた施設の貸出や
当センターを紹介するための事業
の多くが、新型コロナウイルスの影
響により、中止することとなったが、
感染防止対策を行った上で実施し
た、見学説明会では、定員を上回
る応募があった。

今後も可能な範囲で積極的に取り
組んでいく。

医療従事者の教育に携わる国家
公務員として、国家公務員法、国家
公務員倫理規程に従うとともに、あ
はき関係法令及び専修学校関係
法令等を遵守している。また、個人
情報保護の対策としては、外部と
接続していないＰＣを使用して、成
績処理や施術録管理等を行ってい
る。

所沢市と連携した小中学生への障
害者スポーツの紹介、点訳ボラン
ティア養成の講習会の開催や事業
の公開等により施設機能の提供・
開放を行う等、社会・地域貢献の取
り組んでいる。新型コロナウイルス
感染拡大による制約もあるため、
新たな実施方法を模索している。

医療従事者養成のための教育に
携わる国家公務員として、関係す
る法令はしっかりと遵守している。
しかし、詳細までの理解度には個
人差がある。また、個人情報保護
に関しては、確実に行われており、
特に、利用者に関する情報の管理
には、外部との遮断や必ずＰＷを
付けている。

今後も積極的に取り組んでいく。

個人情報の取扱い、業務遂行
等に関して適切に対応が行われ
ている。
様々な情報が電子データ化さ
れる中で、セキュリティ対策を十
分に行った上で業務を進めてい
ただきたい。

所沢地域は、障害者スポーツ
の紹介等を通じて一般の方に対
して障害者の方への理解が進ん
でおり、引き続き各センターにお
いても地域への情報発信を積極
的に行っていただきたい。
地域の方が臨床実習に実習協
力者として参加したことを契機と
して、地域の施術所に行かれる
ケースがあり、あん摩マッサージ
指圧、はり、きゅうの普及・振興
に繋がっている。
国立施設として、地域の方に事
業内容や取組を理解していただ
くことは重要であり、積極的に推
進していただきたい。
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能動的学習の推進に向けて、各施設で利用者
のICTの利活用状況を調査するとともに、教官
の指導技術向上のための研修会を3回以上実施
する。

4

利用者のICT利用状況を把握しタ
ブレットの利活用について事例を検
討、年度末までにまとめるととも
に、教官研修を3回実施（10月、11
月、3月）。また、オンライン授業環
境を整備、1月下旬より開始。

利用者のICT利活用について、ネッ
ト環境に関する実態調査を行い課
内で報告するとともに、今後の活用
に向けた検討を行い、受験クラスを
対象としたオンライン授業を実施し
た(2月)。
また、オンライン教育や利用者の
能動的学習推進のため、教官を対
象にしたICT研修に関して、iPadの
操作方法を5月と1月、Skypeの操
作方法を3月の計3回実施した。

利用者のＩＣＴ利用は、使い方に個
人差はあるものの、約75％の方が
ＰＣまたはタブレットを、学習に使用
している。また、今後のオンライン
授業実施に向け、受験学年を対象
にオンライン授業の説明と模擬実
践を11月に2回、教官研修会を、12
月に2回実施、3月に1回実施した。

利用者のICT利活用状況の調査を
12月に実施、集計・分析を行い、3
月の業務報告会に詳細を報告し
た。
新型コロナウイルス感染症対策
のため、7月予定の第1回教官研修
会開催を中止。
9月に、音声ユーザー教官用に
キーボード・インターフェイスによる
パソコン研修会を2日間企画、4名
が受講。その伝達研修を12月に2
日間開催して、さらに2名が受講し
た。2月に情報化対応支援者研修
会（Web開催）に2名が参加、3月の
教官研修会においてZoomを含む
ICT機器の活用法を取り上げた。教
官を対象とした研修会を全4回実施
した。
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平成30年度から実施している現行のカリキュ
ラムに関し、専門課程における指導実施上の
課題を各施設で検討し、年度末までにまとめ
る。

4

指導実施上の課題として授業計画
から評価方法や指導上の課題を抽
出(5月)、9月に課題を共有、1回目
の検討会を1月に実施、2月に2回
目を実施し、令和3年度の検討資
料としてまとめた。

専門課程におけるカリキュラム改
正前の科目も含め、学校養成施設
認定規則改正の趣旨と新カリキュ
ラムに対する当該教科指導要領と
の整合性を取るための課題の抽出
作業を11月末までに完了。その
後、課内検討を経て3月に結果を取
りまとめた。

担当主任を中心に、科目担当者に
よる課題の抽出と検討を行い、課
内でさらに検討して年度末までにま
とめた。

主任者会議において現行カリキュ
ラム指導上の課題について3回の
報告と検討を実施した。その後非
常勤講師を含む課員からアンケー
ト形式で意見を集約して、それぞれ
の課題を年度末までに一覧表とし
てまとめた。

37

令和2年度から実施される新たな出題形式での
国家試験への受験対策を実施し、80%以上の現
役受験者が1つ以上の資格取得ができるよう取
り組むとともに、利用開始時から受験に至る
までの中長期的な受験対策を各施設で年度末
までにまとめる。

4

・新出題形式による模擬試験問題
作成を8月に完了
・模擬試験を3回実施（7月、11月、1
月）
・受験対策補習を延べ101回実施
・中長期的な受験対策の検討（9
回）を適正な評価基準の検討（1
回）とともに実施
・利用者の学習上の課題を抽出
し、早期からの受験対策の検討資
料とするため、1、2年生を対象に実
力試験及び試験結果を踏まえた補
習を実施（冬季・春季休業機関中）

新たな出題形式での国家試験受験
対策及び中長期的な受験対策へ
の取組結果は以下のとおりであ
る。
・4月の緊急事態宣言中に国家試
験過去問題等の受験対策用学習
教材の配布・配信。
・年間3回の模擬試験実施(6月、11
月、12月)
・第2回模擬試験までの受験対策
補講を実施(10月から33時間)
・第2回及び第3回模擬試験結果を
踏まえて個別支援(11～2月)、国家
試験受験直前補講を実施(2月に19
時間)。
・利用開始時からの受験対策のあ
り方に関して教官を対象としたアン
ケート調査を実施し(5月)、昨年度
実施した国家試験合格者の分析結
果等を踏まえて、来年度からの形
成的評価の組織的な取組（実施期
間・実施学年と科目）を決定した。

・3年生へ新たな形式に準じた模擬
試験を3回（6月、11月、1月）実施し
た。
・10月9日より国家試験直前まで、
受験対策補習を週6時間（計43時
間）実施した。
・1、2年生に対しては、年度当初実
力試験を夏季休暇中に実施する予
定でいたが中止とし、夏季及び冬
季休業期間中の課題として提供し
た。また、春季休業期間中に特別
支援を9日間（計72時間）実施した。
・中長期的な受験対策は、担当主
任を中心に検討し実施案をまとめ
た。

・3年生を対象に、5月、11月、1月
に新出題形式で3回の模擬試験を
実施した。
・さらに3年生を対象に模擬試験結
果に基づく受験対策補習を企画し
て実施、延べ100時間提供した。今
年度国家試験結果では、あん摩
マッサージ指圧師試験において現
役受験者7名全員が合格した。
・全学年を対象に、実力試験を夏
季・冬季休業期間中に2回、1,2年
生を対象に春季休業期間中に1
回、実施した（任意参加）。
・中長期的な受験対策に関する既
存の文書を改正して、受験科目意
識調査や到達度チェック試験を制
度化するとともに、学習困難者の
情報共有や早期支援の強化体制
に向けて、サービス管理責任者及
び受験対策担当者に関する業務マ
ニュアル（試案）をそれぞれ作成し
た。
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臨床現場で求められる施術者としてのスキル
獲得のため、指導マニュアルの見直しに向け
て各施設で課題の整理を行う。

4

課題の整理として各実習科目にお
ける到達目標についてのアンケー
ト調査を実施。また、到達目標の検
討のため実技評価票に試験課題
に対する観点を入れる作業を実
施。指導マニュアルについては、今
年度の指導計画との相違点を共
有、課題の集約を1月中に行い、到
達目標及び評価の課題について整
理した。

指導マニュアルの見直しに向けて
次の項目について検討。
1.衛生リスク管理に関して検討会を
3回行い(4月～6月)、理療教育にお
ける感染症予防に関するガイドライ
ンを作成し7月から実践した。ガイド
ラインの検証は、概ね良好であり
来年度以降実践する予定。
2.身だしなみや実技室の使用方
法、実技用具の扱いに関しては、
各実技において担当教官の会議を
開き課題を抽出した(5月)。来年度
の実践に向けて取りまとめた (3
月)。

担当主任により、科目担当者から
の意見や課題を取りまとめ、課内
において検討・整理した。
また、当センターの臨床実習指導
マニュアルも、同様に実施した。

担当主任教官を中心とする担当者
打ち合わせを2回実施して、今年度
取りまとめの方針を確認した。既存
のマニュアルの課題を調査したとこ
ろ、マニュアル存在の不知、現指導
内容との乖離点、臨床実習前評価
のあり方等についての意見や課題
が整理された。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響により施術所見学を中止
したセンターでは、施術所の方に
来ていただき講演を開催、また
は就労に関する情報提供が行わ
れており、今後も状況に応じて柔
軟に対応の上、利用者への支障
がないよう代替手段を講じてい
ただきたい。
オンライン授業を実施したセン
ターでは、利用者の感染リスクの
軽減、教官の授業展開の工夫が
みられ概ね好評であったことか
ら、今後もオンラインによる授業
や支援を展開していただきたい。

新型コロナウイルス感染拡大
の影響の中で、全体評価が「4」
であり、この評価結果について
は、各評価項目における見直し
と改善が組織的に行われた成果
であると、その評価を肯定的に
受け入れている。国の施設として
の使命感をもって取り組むととも
に、一方で地域における認知度
の向上と貢献、情報発信を行っ
ていただきたい。
一部のセンターでは、業務報告
会等現行の自己評価項目に載ら
ない多くの取組が行われており、
そのことも自己評価に反映され
るようにしていただきたい。
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1  開催日

　令和3年5月31日(月)

2  開催場所

3  開催概要

4  委員

　(3) 地域住民
　　　　障害者就労移行支援施設理事

　(4) 地域の学校関係者
　　　　国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科主任教官

　各委員に対しては事前に学校評価(自己評価)結果を含む関係資料を送付し、各施設に対する質問・意見等を抽出した後、これらを含めた評価・検討を行い、最終的に上記の委員会としての検討結果(コメント)が示さ
れた。

　(1) 地域のあん摩マッサージ指圧、はり、きゅう関係者
　　　　鍼灸院　院長

　(2) 地域住民
　　　　学校薬剤師

＜事務局付記＞

令和３年度学校関係者評価委員会の開催について

　国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局就労移行支援(養成施設)理療教育学校関係者評価委員会設置要綱(令和元年8月22日)に基づき、理療教育の職員とその関係者らが理解を深め合うことによって、学校
評価(自己評価)の客観性や透明性を高めるとともに、理療教育のサービス向上を図ることを目的として以下のとおり委員会を開催した。

　国立障害者リハビリテーションセンター本館4階中会議室


